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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第134期

第２四半期連結
累計期間

第134期
第２四半期連結
会計期間

第133期

会計期間

自　平成20年
　　　4月 1日
至　平成20年
　　　9月30日

自　平成20年
　　　7月 1日
至　平成20年
　　　9月30日

自　平成19年
　　  4月 1日
至　平成20年
　　　3月31日

売上高 (千円) 3,174,545 1,598,384 6,735,136

経常利益又は      
経常損失(△)

(千円) △44,398 △26,686 181,518

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △144,161 △106,924 913,571

純資産額 (千円) ― 9,082,318 9,423,994

総資産額 (千円) ― 12,265,048 11,972,206

１株当たり純資産額 (円) ― 59.77 61.35

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △0.94 △0.70 5.86

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 74.05 78.72

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 84,930 ― 398,879

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,725,046 ― 2,563,877

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 268,634 ― △168,265

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,102,232 4,473,714

従業員数 (名) ― 232 234

(注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　金額については、千円未満の金額を切り捨てて記載しております。

３　第134期第２四半期連結累計(会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四

半期純損失が計上されているため記載しておりません。

４　第133期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年9月30日現在

従業員数(名) 232(177)

(注) 1　 従業員数は、当グループから当グループ外への出向者を除き、当グループ外から当グループへの出向者を含む

就業人員であります。

2   従業員数は、就業人員であり、契約社員数及び臨時従業員数は（）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員

を外数で記載しております。

3   臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

     

(2) 提出会社の状況

平成20年9月30日現在

従業員数(名) 159(86)

(注) 1　 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

 　　2　 従業員数は就業人員であり、契約社員数及び臨時従業員数は（）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で

記載しております。

3   臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

金属製品事業 813,562

電線・ケーブル事業 524,631

合計
1,338,194

 

(注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

金属製品事業 926,412 384,901

電線・ケーブル事業 503,918 251,890

合計 1,430,330 636,791

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

金属製品事業 1,036,221

電線・ケーブル事業 515,945

不動産事業 46,218

合計 1,598,384

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合が

全て100分の10未満のため、当該実績の記載を省略しております。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間(平成20年7月～平成20年9月)におけるわが国経済は、米国のサブプライムロー

ンに端を発する金融市場の混乱や原油・原材料の高騰など、国際的な景気低迷リスクの高まりにより、総じ

て低調に推移いたしました。 

　このような状況にあって当グループの主要事業におきましても、鉄、ステンレスの鋼材を中心とする原材

料価格の値上がりにより製造原価が上昇する一方、原油価格の高騰が直接的、間接的経費の増加要因となり

ました。また、北米市場の冷え込みによる自動車販売の減速により、当社製品の販売面での影響も否め無い

状況となりました。 

　このような環境下、当グループの金属製品事業、電線ケーブル事業は、引き続き販売価格の改定、生産効率

の向上、新規販売先の開拓、不採算製品の受注停止を推し進め、収益向上に努めてまいりました。 

　その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高1,598百万円、営業損失25百万円、経常損失26百万円、四半期

純損失106百万円となりました。　　　 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(金属製品事業)

　主な取引先である自動車業界、家電業界は物価上昇による個人消費の低迷の影響を受ける中、原材料を始

めとする仕入れ価格の高騰等によるコスト増を吸収すべく、取引先との継続的な価格交渉、工場内物流の合

理化及び効率化を進め、原価率・経費率の低減に努めてまいりました。

その結果、売上高は1,036百万円、営業利益は18百万円となりました。

(電線・ケーブル事業)

　通信用電線・ケーブルを中心に受注は堅調に推移してまいりましたが、主材料である銅線価格が高止ま

り、動力燃料の上昇等による諸経費の増加で収益が圧迫される中、経費削減、生産性の向上、歩留率向上への

取組みを推し進め、高採算製品の拡販に注力してまいりました。

その結果、売上高は515百万円、営業利益は3百万円となりました。

(不動産事業)

　不動産賃貸は、第１四半期から購入した賃貸用マンション等が安定した賃料収入をもたらし、売上高及び

営業利益の確保に貢献しました。

その結果、売上高は46百万円、営業利益は33百万円となりました。　　　 
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　(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間における総資産は12,265百万円となり、前期連結会計年度末に比べ292百万円

増加いたしました。

資産の部の主な増減内容は、現金及び預金の減少1,371百万円、受取手形及び売掛金の減少46百万円、たな卸

資産の増加39百万円、賃貸用資産等の購入による土地の増加1,159百万円、建物及び構築物の増加400百万円

等によるものであります。

負債の部は、3,182百万円となり、前期連結会計年度末に比べ634百万円増加いたしました。主な増減内容は、

支払手形及び買掛金の増加184百万円、短期借入金の増加482百万円、退職給付引当金の減少27百万円、固定

負債のその他に含まれる預り保証金の増加55百万円等によるものであります。

純資産の部は、9,082百万円となり、前期連結会計年度末に比べ341百万円減少いたしました。主な増減内容

は、利益剰余金の減少305百万円によるものであります。

 

　(3) キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下資金という）は、第１四半期連結会計期

間末と比べ、1,328百万円減少し、3,102百万円となりました。当第２四半期連結会計期間におけるキャッ

シュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは売上債権の減少204百万円、減価償却費60百万円、仕入債務の増加

56百万円、貸倒引当金の増加49百万円等の増加があったのに対し、税金等調整前四半期純損失77百万円等の

減少がありました。

その結果、営業活動によるキャッシュ・フローは、177百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出1,451百万円がありました。

その結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、1,441百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入による収入180百万円等があったのに対し、短期借入金

の返済による支出216百万円、自己株式の取得による支出31百万円等がありました。

その結果、財務活動によるキャッシュ・フローは64百万円の支出となりました。

　

　(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

  (5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

　1．提出会社

当第２四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

京都本社
(京都府京都市)

不動産事業 賃貸用設備 168,028－ 　　　
784,007

(15,440.89)
－ 952,036

－
 京都本社
 (京都府京都市)

 不動産事業  賃貸用設備 156,152－ 　　　
232,386
(1,643.1)

－ 388,538

(注)　上記金額には、消費税等は含んでおりません。

　

　2．国内子会社

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 159,600,000

計 159,600,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 155,611,765155,611,765
大阪証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 155,611,765155,611,765― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年7月1日～
平成20年9月30日

△1,000 155,611 － 3,900 － 1,178

(注)　平成20年7月11日付で1百万株の自己株式(普通株式)を消却いたしました。
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(5) 【大株主の状況】

平成20年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＶＴホールディングス株式会社 愛知県東海市加木屋町陀々法師14番地の40 45,148,70029.01

久保　和喜 三重県四日市市 7,100,000 4.56

千葉　　浩 香川県小豆郡土庄町 3,100,200 1.99

高橋　一穂 名古屋市瑞穂区 3,061,600 1.97

大濵　民郎 東京都千代田区 3,000,000 1.93

有限会社久和インベストメント 三重県四日市市日永口山5380番地156 2,550,000 1.64

有限会社和久インベストメント 三重県四日市市日永口山5380番地156 2,200,000 1.41

エンジェル１号投資事業組合 名古屋市中区栄3丁目32-22青木ビル5階 2,050,000 1.32

川上　　繁 東京都台東区 1,507,000 0.97

遠藤　結蔵 名古屋市北区 1,100,000 0.71

計 ― 70,817,50045.51

(注)　上記のほか自己株式が3,646,527株あり、発行済株式総数に対するその割合は2.34%であります。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式3,646,500
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

151,960,400
1,519,604同上

単元未満株式 普通株式4,865 ― 同上

発行済株式総数 155,611,765― ―

総株主の議決権 ― 1,518,377 ―

(注)　1.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が122,700株(議決権1,227

　個含まれております。　　　　　　　　　

2.「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式27株が含まれております。　
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② 【自己株式等】

平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社 ヤマシナ

京都市山科区東野狐藪町
16番地

3,646,500― 3,646,500 2.3

計 ― 3,646,500― 3,646,500 2.3

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　4月 　5月 　6月 　7月 　8月 　9月

最高(円) 41 43 40 38 35 40

最低(円) 38 38 36 33 25 29

(注)株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　　該当者はありません。

　

(2) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

専務取締役 生産本部長 藤﨑　修 平成20年7月31日

　

(3) 役職の異動

　　　該当者はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年7月1日

から平成20年9月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、新橋監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,102,232 4,473,714

受取手形及び売掛金 ※2
 1,361,278

※2
 1,407,467

商品 108,131 104,083

製品 472,328 429,835

原材料 196,595 171,413

仕掛品 234,648 294,929

貯蔵品 201,432 173,510

その他 157,379 186,029

流動資産合計 5,834,026 7,240,985

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※3
 1,260,843

※1, ※3
 860,673

土地 ※3
 4,048,899

※3
 2,889,628

その他（純額） ※1, ※3
 635,430

※1, ※3
 550,015

有形固定資産合計 5,945,173 4,300,317

無形固定資産 148,384 151,432

投資その他の資産

破産更生債権等 1,839,970 1,984,293

その他 389,214 281,221

貸倒引当金 △1,891,720 △1,986,043

投資その他の資産合計 337,464 279,471

固定資産合計 6,431,022 4,731,221

資産合計 12,265,048 11,972,206

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 673,140 488,874

短期借入金 810,243 327,245

未払法人税等 13,792 23,219

賞与引当金 80,147 73,117

その他 170,418 220,459

流動負債合計 1,747,741 1,132,916

固定負債

長期借入金 3,120 8,160

退職給付引当金 350,750 377,834

その他 1,081,118 1,029,300

固定負債合計 1,434,988 1,415,295

負債合計 3,182,730 2,548,212
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,900,400 3,900,400

資本剰余金 3,236,358 3,276,385

利益剰余金 788,543 1,093,815

自己株式 △138,725 △121,312

株主資本合計 7,786,576 8,149,289

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △859 △14,395

土地再評価差額金 1,296,602 1,289,100

評価・換算差額等合計 1,295,742 1,274,705

純資産合計 9,082,318 9,423,994

負債純資産合計 12,265,048 11,972,206
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 3,174,545

売上原価 2,683,337

売上総利益 491,207

販売費及び一般管理費 ※1
 536,685

営業損失（△） △45,477

営業外収益

受取利息 11,725

その他 13,291

営業外収益合計 25,017

営業外費用

支払利息 4,568

賃貸収入原価 3,895

出資金運用損 5,613

その他 9,860

営業外費用合計 23,938

経常損失（△） △44,398

特別利益

貸倒引当金戻入額 13,656

その他 3,312

特別利益合計 16,968

特別損失

たな卸資産評価損 30,467

貸倒引当金繰入額 50,000

その他 4,106

特別損失合計 84,573

税金等調整前四半期純損失（△） △112,002

法人税、住民税及び事業税 4,881

法人税等調整額 27,277

法人税等合計 32,158

四半期純損失（△） △144,161
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 1,598,384

売上原価 1,363,017

売上総利益 235,367

販売費及び一般管理費 ※1
 260,530

営業損失（△） △25,162

営業外収益

受取利息 5,677

その他 10,384

営業外収益合計 16,061

営業外費用

支払利息 3,262

賃貸収入原価 1,722

出資金運用損 5,613

その他 6,987

営業外費用合計 17,585

経常損失（△） △26,686

特別利益

貸倒引当金戻入額 200

その他 39

特別利益合計 239

特別損失

貸倒引当金繰入額 50,000

その他 759

特別損失合計 50,759

税金等調整前四半期純損失（△） △77,206

法人税、住民税及び事業税 2,440

法人税等調整額 27,277

法人税等合計 29,717

四半期純損失（△） △106,924
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △112,002

減価償却費 109,085

貸倒引当金の増減額（△は減少） 36,343

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,029

退職給付引当金の増減額（△は減少） △27,084

受取利息及び受取配当金 △11,812

支払利息 4,568

売上債権の増減額（△は増加） 46,189

たな卸資産の増減額（△は増加） △39,363

仕入債務の増減額（△は減少） 184,265

その他 △109,167

小計 88,052

利息及び配当金の受取額 11,812

利息の支払額 △4,568

法人税等の支払額 △10,367

営業活動によるキャッシュ・フロー 84,930

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,736,873

有形固定資産の売却による収入 13,473

無形固定資産の取得による支出 △9,024

投資有価証券の取得による支出 △48

貸付けによる支出 △10,000

貸付金の回収による収入 3,367

その他 14,058

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,725,046

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 720,000

短期借入金の返済による支出 △237,002

長期借入金の返済による支出 △5,040

自己株式の取得による支出 △57,440

配当金の支払額 △148,894

その他 △2,988

財務活動によるキャッシュ・フロー 268,634

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,371,482

現金及び現金同等物の期首残高 4,473,714

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,102,232
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日  至　平成20年9月30日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

　 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第９

号)が第１四半期連結会計期間から適用されたことに伴い、評価基準については、原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。この結果、従来の方法によった場

合に比べて、当第２四半期連結累計期間において売上総利益は27,006千円減少し、営業損失及び経

常損失は、それぞれ27,006千円増加しており、税金等調整前四半期純損失が57,473千円増加いたし

ました。

更に、当社においては、当第２四半期連結会計期間より評価方法を変更し「移動平均法による原

価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）」を採用いたしました。業務合理化を目的とし

た情報システム基幹業務パッケージ（ERP）の導入を機に、より適正な期間損益を算定することを

目的とした変更であります。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期

間において、売上総利益が7,593千円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が

それぞれ7,593千円減少しております。なお、第２四半期中途に基幹システムの更改を実施したた

め、第１四半期連結会計期間の影響額については事実上算定が困難であり記載しておりません。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【簡便な会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日  至　平成20年9月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２　法人税等の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する

方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日  至　平成20年9月30日)

　有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び連結子会社におきまして、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機とし　て、資

産の利用状況等を見直した結果、機械及び装置の耐用年数を一部変更しております。この結果、従来の方

法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間において売上総利益が4,133千円減少し、営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ2,819千円増加しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年9月30日)
前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

※１　有形固定資産の減価償却　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　累計額　　　　　　　　　　　　3,340,873千円
 

※１　有形固定資産の減価償却　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　累計額　　　　　　　　　　　 3,293,943千円
 

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形割引高　　　　          538,266千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形割引高　　　　　　　 　631,335千円

※３　担保資産

　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運

営において重要なものであり、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

  工場財団組成による担保提供資産

土地　　　　　　　　　　　　　─　千円　　　　　　　建物　　　　　　　　　

　　　　─　千円　　　　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　　　　　

　　　　─　千円　　　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　─　千

円　　

※３　担保資産

工場財団組成による担保提供資産   

土地　　       　　　　2,057,373千円

建物 　　　              412,800千円

機械及び装置         　　397,713千円

合計 　　　　　　　　　2,867,886千円

                                  

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年9月30日)

※１　販管費及び一般管理費の主なもの

　　　人件費　　　　　　　　　　　　238,579千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　　 　　18,732千円

　　 退職給付引当金繰入額　　　　　　7,317千円　　
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年7月1日 
 至　平成20年9月30日)

※１　販管費及び一般管理費の主なもの

　　　人件費　　　　       　　　　122,290千円

　　　賞与引当金繰入額　    　　   　2,315千円

　 　退職給付引当金繰入額　 　  　　2,446千円　　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年9月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,102,232千円

預入期間が３か月超の定期預金 　　　─千円　

現金及び現金同等物 3,102,232千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年9月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　

平成20年9月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 155,611,765

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,646,527

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月26日
定時株主総会

普通株式 153,609 1.00平成20年3月31日 平成20年6月27日 利益剰余金

　

EDINET提出書類

株式会社ヤマシナ(E01369)

四半期報告書

19/26



　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前期末残高 3,900,4003,276,3851,093,815△121,3128,149,289

当第２四半期末までの変動額

　剰余金の配当 △153,609 △153,609

　土地再評価差額金取崩額 △7,501 △7,501

　四半期純損失 △144,161 △144,161

　自己株式の取得　※１ △57,440△57,440

　自己株式の消却　※２ △40,026 40,026 ─

当第２四半期末までの変動額合計 △40,026△305,272△17,413△362,712

当第２四半期末残高 3,900,4003,236,358788,543△138,7257,786,576

※１　平成20年9月までに市場から57,440千円取得いたしました。

※２　平成20年7月11日に1,000,000株消却しております。

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

平成20年9月30日現在において契約額等の残高がないため該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)

　
金属製品
事業
(千円)

電線・ケーブ
ル事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,036,221515,94546,2181,598,384 ― 1,598,384

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 1,036,221515,94546,2181,598,384 ─ 1,598,384

営業利益(又は営業損失
（△）)

18,484 3,193 33,981 55,658△80,821△25,162

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

　
金属製品　　事

業
(千円)

電線・ケーブ
ル事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,034,8511,082,86956,8233,174,545 ─ 3,174,545

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 2,034,8511,082,86956,8233,174,545 ─ 3,174,545

営業利益(又は営業損失
（△）)

76,152 16,303 40,831133,287△178,765△45,477

(注)　1.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　2.各区分の主な製品

　(1)金属製品事業・・・・・・ねじ

  (2)電線・ケーブル事業・・・通信用電線

　(3)不動産事業・・・・・・・不動産賃貸

　　　3.事業区分の変更

　従来、不動産賃貸については、「その他の事業」としておりましたが、当該事業区分の売上割合が増

加しており、今後もこの傾向が予想されるため、第１四半期連結会計期間より「不動産事業」として

区分表示することに変更いたしました。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高は、不動産事業が

56,823千円増加し、その他の事業が同額減少しております。また、営業利益は、不動産事業が40,831千

円増加し、その他の事業が同額減少しております。

　また、防雷事業については、販路の拡大が見込めなくなったため、前連結会計年度末で事業を廃止し

ました。

EDINET提出書類

株式会社ヤマシナ(E01369)

四半期報告書

21/26



　　　4.会計処理方法の変更

　(棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１に記載のとおり、「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）が第

１四半期連結会計期間から適用されたことに伴い、評価基準については、原価法から原価法（収益

性の低下による簿価切り下げの方法）に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に

比べて、当第２四半期連結累計期間の金属製品事業の営業利益は24,521千円、電線・ケーブル事業

の営業利益は2,485千円それぞれ減少しております。

    　更に、金属製品事業においては、当第２四半期連結会計期間より評価方法を変更し「移動平均法

による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）」を採用いたしました。業務合理化

を目的とした情報システム基幹業務パッケージ（ERP)の導入を機に、より適正な期間損益を算定

することを目的とした変更であります。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半

期連結累計期間の金属製品事業の営業利益は7,593千円増加しております。なお、第２四半期中途

に期間システムの更改を実施したため、第１四半期連結会計期間の影響額については事実上算定

が困難であり記載しておりません。

5.追加情報

　　当社及び連結子会社におきまして、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として、資

産の利用状況等を見直した結果、機械及び装置の耐用年数を一部変更しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の金属製品事業の営業利益は、1,309

千円増加し、電線・ケーブル事業の営業利益は4,128千円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年9月30日)
前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

59.77円 61.35円
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２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純損失

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年9月30日)

１株当たり四半期純損失 △0.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失 ─円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載して

おりません。

 

　　２．１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年9月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △144,161

普通株式に係る四半期純損失(千円) △144,161

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 152,943

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年7月1日 
 至　平成20年9月30日)

１株当たり四半期純損失 △0.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失 ─円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載し　　

　ておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年7月1日 
 至　平成20年9月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △106,924

普通株式に係る四半期純損失(千円) △106,924

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 152,368

　

EDINET提出書類

株式会社ヤマシナ(E01369)

四半期報告書

23/26



(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年7月1日
至　平成20年9月30日）

(自己株式の取得）
　当社は、平成20年11月7日開催の取締役会において、会社法第156条の規定に基づき、
自己株式を買い受けることを、以下の通り決議いたしました。

（1）取得理由
　　1株当たりの株主価値の向上を図り、また、
　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策
　　を遂行するため
（2）取得する株式の種類
　　普通株式
（3）取得する株式の総数
　　8,000,000株(上限）
（4）株式の取得価額の総額
　　200,000千円(上限）
（5）取得方法
　　大阪証券取引所における市場買付
（6）取得期間
　　平成20年11月10日から平成20年12月22日まで

　

　

２【その他】

重要な訴訟事件等

現在、係争中の重要な訴訟事件はございません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

株式会社ヤマシナ

取締役会　御中

　

新橋監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士　戸　　田　　博　　之　　印

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　平　　野　　秀　　輔　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤマシナの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成20

年7月1日から平成20年9月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマシナ及び連結子会社の平成20年9

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１に記載されているとおり、会社は当第１

四半期連結会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により四半期

連結財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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